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　余りに雄大なタイトルを頂戴して驚くと共に，日頃の言動がなせるわざであ
ると反省している。しかし，時事解説をする気持はないので，関連的な事柄を
若干のべることにする。
　先づ，政治経済学部についてであるが，政治学科と経済学科が合体して学部
を構成している例は必ずしも多くない。早稲田が有名であるが，明治と同じよ
うなカリキュラムで，政治学科の学生は経済学関係の科目を相当多く取得でき
るし，経済学科の学生も逆に政治学分野の科目を修得しうる様式である。この
形式は政経という学部の特色になっている。本学の場合は更に社会学と新聞学
関係の科目が多いことも特色といえるであろう。
　今日の政治は経済面を無視して理解しえないし，同様に経済は政治面を知ら
ずして理解することはできない。先頃，ケインズ時代の終焉と題する本を読ん
だが，第二次大戦後の経済はまさしくケイソズの時代であったとしている。そ
れがどのように変化しつつあり，どう対応するかが問題とされているのである
が，ケイソズの時代とはまさしく政治と経済とが密着している時代に外ならな
い。しかもケイソズの時代以降はこの傾向は更に強まることは現実的に見られ
ているところである。したがって，本学部のような研究・教育体制は極めて現
代的なのである。しかし，学問的な取扱おれ方はどうかというと，実際には別
々に論ぜられているか，あるいは問題意識に不足しているところがあるのでは
ないかということが指摘されている。19世紀的な取扱いでは全く不十分であ
り，その意味で，本学部の使命は重大といえるであろう。
　抽象的な論議を少し現実化すると，第二次大戦後における先進国経済は主と
してケインズ的政策が支配的であったが，国内の経済政策は国際収支や固定為
替相場の維持のために制約をうけていた。これが変動相場制の時代になると，
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各国は政策的自主制を理論的には獲得するのであるが，実際は国際的な投機の
横行によって不安定性が増す結果，経済的安定にはマイナスの効果が強くて，
ローザ構想の如きものが強く取上げられることになる。
　しかし，第二次大戦後，石油危機に到る時代は世界経済は比較的順調に成長
し，かつてない繁栄をなしとげた時代であったといえるだろう。人々の生活は
向上し，極端な失業もなく，世界的規模で一応の成果をえたものと認められ
る。その原因としてのケイソズ政策であるが，そこに内在するインフレ的性格
からして行きづまることになる。これがIMF体制の崩壊といわれるものであ
るが1逆に，IMF体制がよくあれだけ長期間持続しえたものだと考える方が
妥当であろう。IMF体制とはドル中心体制であり，米国の通貨を中心として，
米国の主導の下での経済体制である。一国の主導の儘の体制がそのように長期
間続いたということは，米国の経済の強さを示すものであるが，他の国々もこ
れを好都合としていたからでもある。第一に，米国のドルの恒常的な散布が国
際的にケイソズ的効果を生ぜしめ，各国の成長に役立ったことである。米国の
国際収支が黒字続きであった場合に，世界経済がどれ程窮屈になるかという例
は，第一次大戦後のことを考えれば直ちに理解できるであろう。米国が金の不
胎化政策をとった時の世界経済は不況と倒産・失業の連続であったのである。
米国のドル散布政策は世界的なフィリップス曲線のような具合となって，長い
間，失業率も少なく，物的生活は向上したが，米国の経済は次第に相対的に地
位低下を来した。それにしても，ニクソソショックまで良くもったものであ
る。日本人はまだ米国の経済力の強さに過大な信認をもっているようで，米国
経済の弱り様に気がつかない，いつれにせよ，米国のドル政策はニクソソショ
ック以後，変化を生じ始めたが，その後の石油危機を過ぎて，重大な時期に到
達しているように思われる。それは徹底的にドラスティックなものになると考
えた方が良いようで，政治的な動きの中心となるだろう。
　石油危機が中東戦争と関連して発生したように，次の展開も政治的な動向の
中に転機が見出されるかも知れない。現在の世界的な不況が石油問題に原因が
あるだけに，政治的な展開によって，経済は大きく変動し，経済の動きによっ
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て，政治的な変化も予測しうるのである。
　この間にあって，日本は，米国やECから，その国際収支の黒字体質を批難
されており，7％成長やら輸入の促進とかが叫ばれている。
　興味の深いところは，日本企業の輸出増進的体質である。これは，例の日本
的経営といわれるものに原因があり，企業は倒産の危機に追込まれても，労働
者を抱え込んでおり，企業の赤字が直ちに失業の正比例的増大につながらない
体質である。米国の企業はレイ・オフなどを採用して，失業者は増加しても企
業そのものは損失を生じない，日本では企業は赤字でも家計は黒字である。企
業内にある潜在失業者は赤字輸出とかダンピソグとかいわれる輸出の原動力に
なっている。ここに日本的経営論の問題点が存在している。これ以上，この問
題を論ずる余裕はないが，戦後の成長に日本的経営が寄与し，成果があり，ま
た欧米流の学問では説明し切れないものがあったことは確実である。政治・経
済・社会の各分野にわたる総合的な理解なくしては，非欧米社会の諸活動につ
いての検討は不可能になっている見本の一つであろう。発展途上国の問題もこ
のような視点なしには展望は開けないであろう。もちろん，各分野における精
密な理論的分析が前提されることはいうまでもないが，それらを総合的に調整
することが不可欠な条件である。
　今日のあらゆる面で転換期といわれる時期に，政治経済学部のような体制で
の研究はその責任はいよいよ重いといわなければならないであろう。
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